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摂南大学経済学部開設記念シンポジウム記録 
   
 2010年 9月 5日に大阪ビジネスパーク円形ホールにおいて「摂南大学経済学部開設記念
シンポジウム～新しい経済成長と関西経済」（後援：京阪電気鉄道、大阪商工会議所、関西
経済連合会、関西経済同友会、協力：日本経済新聞社大阪本社クロスメディア大阪営業局）
が開催された。 
 今井光規学長の挨拶の後、獨協大学経済学部教授・経済アナリストの森永卓郎氏による
講演「経済効果の変化～日本経済の長期展望」が行われた。森永氏は投機資本の活動を中
心とする金融資本主義の時代が終わりを迎えたとし、今後は地域社会が主体の経済を重視
していくべきであるとする。その際に参考になる例として、人件費の安い中国と競合しな
い高付加価値の商品の生産に力を入れており、また中小企業によるジョイントベンチャー
の活動が活発なイタリア経済を見習うことを主張する。そして関西はイタリアと人々の気
質が似ており、常に前向きな姿勢で新しいアイデアを積み上げ、高付加価値製品を生み出
していくことで関西経済の活性化を目指すべきだとした。 
 講演後、森永氏に加え本学部より八木学部長と蛭川教授、京阪電気鉄道代表取締役 CEO・ 
大阪商工会議所会頭の佐藤茂雄氏がパネリストとなり、フリーアナウンサーの住友真世氏
のコーディネートによりパネルディスカッション「新しい経済成長と関西経済」が行われ
た。 
 八木学部長は EUが採用している成長戦略（スマートな成長、サステイナブルな成長、
インクルーシブな成長）を関西経済の成長戦略の参考にすることを提案した。現在の関西
経済は高等教育普及率や技術水準の高さ、環境関連技術の蓄積などによりスマートな成長、
サステイナブルな成長の素地を有しているが、女性と高齢者の労働参加率が低くインクル
ーシブな成長には問題が残るとした。 
 蛭川教授は経済成長におけるイノベーションの重要性を指摘した。イノベーションは新
規需要と雇用を創出し経済成長を促し、その担い手は小規模の研究集約的なベンチャー企
業とそこに投資するベンチャーキャピタルである。これまではベンチャーキャピタルの整
備がイノベーションを活性化すると考えられてきたが、蛭川教授はイノベーションが先行
してそれに伴って投資が増加することを指摘し、資金供給面だけに絞った制度拡充ではイ
ノベーションや経済成長に結びつかないとした。 
 佐藤氏は関西および日本全体の経済の現状を示した。関西の私鉄輸送人員は1991年と比
べて2009年は２～３割減少しており、これはほぼ横ばいの関東とは対照的である。また大
阪府内の事業所と従業員数も右肩下がりとなっている。また日本経済の世界経済に占める
地位も低下していることを指摘し、経済成長のネックとして法人税の高さや科学・工学系
博士号取得者数の少なさに現れている専門教育修了者の不足を挙げた。 
 これらの問題提起に対し、森永氏は特にイノベーションの問題について東大阪市の中小 
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企業の例を挙げ、世界的に必要とされる商品を生み出していくことが地域活性化につなが
ることを指摘した。 
 ディスカッションのまとめとして、森永氏は、文化の蓄積があり東京に比べて物価も安
く住みやすい関西は新しい発想を生み出していくことで世界の中心になっていく力を有し
ていることを強調した。佐藤氏は、新しいモノづくり産業、ツーリズム産業、ライフサイ
エンス産業の三つを地域経済の牽引役とする大阪商工会議所の取り組みを紹介した。蛭川
教授は、失敗してもやり直すことに寛容なアメリカ社会を見習うことが必要であるとした。
八木学部長は、関西の持つ可能性を生かすために、人、モノ、カネを結び付ける枠組みと
して関西全体の経済圏を作ることが有益であるとした。特に人の面では知的な能力を育成
しながら皆が参加できる環境を整えることが重要であり、その点で大学は大きな役割を担
っており、摂南大学も関西経済だけでなく日本経済の活性化に向け努力していきたいと述
べた。 
 最後に森永氏に対し、本学部学生から花束の贈呈、京阪電気鉄道から記念品贈呈が行わ
れ、シンポジウムは盛況のうちに無事終了した。 
 なお、本シンポジウムの模様は2010年10月 9日付の日本経済新聞朝刊大阪本社版に掲
載された。 
（文責：紀要編集委員会） 
 
